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１．営繕工事における働き方改革の取組

２．営繕工事における積算関係の取組

３．その他
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１．営繕工事における働き方改革の取組

① 適正な工期設定

② 週休2日の推進

③ 生産性向上技術の活用等

④ 書類の簡素化

⑤ 関係者間調整の円滑化
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１．営繕工事における働き方改革の取組（令和５年度）
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○ 調査及び設計段階

（１）次の期間の十分な想定

①現地調査及び関係者との協議・調整に要する期間

②設計、入札契約手続及び施工の期間

労務・資機材調達等の準備期間、施工終了後の自
主検査等の後片付け期間を追記

③近隣等関係者への説明・調整に要する期間

（２）敷地・施設現況等の事前調査の十分な実施

（３）図面審査の確実な実施、要求性能と施工中の確認
事項の設計図書への明示

○ 工事発注準備段階

（１）適切な工期の入札条件への設定

（２）債務負担行為の積極的活用等、工事施工時期の平準化

（３）技術者を過剰に拘束しない工期設定

○ 入札契約段階

（１）明確な質問回答と施工条件の明示

（２）工期短縮に関する技術提案の原則禁止

○ 施工段階

（１）迅速な承諾行為とワンデーレスポンスの実施
遅滞ない設計意図伝達が必要であることを追記

（２）工事の進捗状況の的確な把握

（３）関係工事間の調整の適切な実施

全体工期のしわ寄せがないよう設備工事など後工程の適正な
施工期間を確保することを追記

①適正な工期設定 ～公共建築工事における工期設定の基本的考え方～

国土交通省官庁営繕部取りまとめから中央官庁営繕担当課長連絡調整会議及び全国営繕主管課長会議取りまとめに変更

○ その他留意事項

（１）多雨など自然的要因及び労働事情など社会的要因を考慮

（２）週休2日の確保や不稼働日等を考慮

（３）受電時期及び設備の総合試運転期間等の考慮

○ 適正な工期設定を自ら適切に行うことが困難な場合、外部機関
等の仕組みを活用することを追記 等

○ 工期の変更

設計図書の施工条件と現場の状態が一致しない場合等において
適切な設計変更等を実施

○ 基本方針

工事の規模、地域の実情、工事内容、施工条件等を
踏まえ適切に工期を設定

適正な工期設定が、担い手確保のため必要である
ことを追記

「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」（注）は適正な工期を確保するための方策や留意事項等を明記したもの
（注）それぞれの現場や発注者の状況等を踏まえ参考とするもの

（赤字は主な変更点）

各種会議や公共建築相談窓口等を通じて公共建築工事等の発注者への普及・促進 5



1 概成工期の設定 （工事発注準備段階）

２ 実施工程表の確認 （工事施工段階）

※１ 建築物等の使用を想定して総合試運転調整を行ううえで、関連工事を含めた各
工事が支障のない状態にまで完了しているべき期限。

※２ （一社）日本建設業連合会作成の最新版。
※３ 概成工期が設定された工事の場合。

○ 新築を対象として、総合試運転調整の期間を確保するため、

概成工期※１を設定し、現場説明書等に特記

○「建築工事適正工期算定プログラム」※２を参考として設定

■ 建築工事の工程の例（事務所、ＲＣ－４、３，０００㎡）

○ 監督職員は、実施工程表の承諾に際し、以下の内容を確認

① 概成工期が明記されていること※３

② 監督する工事の各工程の施工期間が適正に確保されて

いること

③ 別契約の関連工事の施工期間が適正に反映されている

こと

④ 特に、建築工事においては、全体の工程に影響する可能

性の高い、次に示す設備工事の施工期間が適正に確保さ

れていること

ア）天井内のダクト、配管、ケーブルラック及び配線

イ）屋上設備

ウ）総合試運転調整

○ 監督職員は、実施工程表が変更された場合の承諾に際して

も、必要に応じて、上記の内容を確認

後工程（内装工事、設備工事、舗装工事等）にしわ寄せを生じさせないよう配慮するなど、
各工程の適正な施工期間を確保する。

天井内の
ﾀﾞｸﾄ、配管、
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ
及び配線

屋上設備
後工程（設備工事等）に
しわ寄せを生じさせない

総合試運転調整

工
事
着
手

工
事
着
手

上
棟

概
成

竣
工

工期

概成工期
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①適正な工期設定 ～営繕工事における各工程の適正な施工期間の確保～
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①適正な工期設定 ～受注者の責によらない場合の対応の徹底～

現場説明書 （技術に関する説明事項）

Ⅱ 工程・品質計画

１．工程関係について

２） 受注者の責によらない場合の工期の変更について

工程に変更が生じる場合には、受注者は公共建築工事標準仕様書、公共建築改修

工事標準仕様書、公共木造建築工事標準仕様書及び建築物解体工事共通仕様書に

基づき、遅滞なく変更した実施工程表を作成し、監督職員の承諾を受けること。

なお、工程の変更理由が以下のイ）～ホ）に示すような受注者の責によらない場合は、

工期の延期が可能となる場合があるので監督職員と協議すること。

イ） 監督職員が承諾した実施工程表の工事工程の条件に変更が生じた場合

ロ） 著しい悪天候により作業不稼働日が多く発生した場合

ハ） 工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合

ニ） 資機材や労働需要のひっ迫により、全体工程に影響が生じた場合

ホ） その他の特別な事情により全体工程に影響が生じた場合



〇 週休２日工事は、４週８休以上の現場閉所（分離発注工事の場合は、４週８休以上の現場休息）

〇 対象期間は工事着手日から工事完成日までの期間（年末年始や工場製作期間などを除く）

〇 発注者が週休２日の取組を指定する発注者指定方式と受注者が発注者へ週休２日に取組む旨を協議して取組む

受注者希望方式のいずれかで実施

〇 現場閉所の状況に応じた補正係数により労務費（予定価格のもととなる工事費の積算に用いる複合単価、

市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単価）の労務費）を補正※

共通仮設費及び現場管理費は工期に応じて算出

※発注者指定方式、受注者希望方式の両方式とも当初予定価格で①の補正係数により労務費を補正。

①の現場閉所率（対象期間内の現場閉所日数の割合）が未達の場合、発注者指定方式では労務費補正分を減額変更する。

受注者希望方式では現場閉所率達成状況により補正係数を②又は③に変更して労務費を補正し、４週６休に満たないもの及び工事着手前に

週休２日に取り組むことについて協議が整わなかったもの（受注者が週休２日の取組を希望しないものを含む）については、労務費補正分を

減額変更。

○ 工事成績については、｢休日・代休の確保｣を標準の評価項目として設定、従来と同様に休日・代休が確保された場合に評価

〇 現場閉所状況の確認については、受発注者双方の事務負担が増大しないよう、既存書類を活用

〇 週休２日工事については、モニタリングを実施

現場閉所の状況 補正係数

①4週8休以上（現場閉所率28.5%（8日/28日）以上の場合 1.05

②4週７休以上4週8休未満（現場閉所率25％（7日/28日）以上28.5％未満） 1.03

③4週6休以上4週7休未満（現場閉所率21.4％（6日/28日）以上25％未満） 1.01

・ 政府の働き方改革実行計画（平成29年3月）等に建設業においては週休２日の推進等の休日確保などに取組むことが位置づけ

・ 建設現場の週休２日と円滑な施工の確保をともに実現させるため、平成30年４月１日以降に入札手続きを開始する週休２日

工事において労務費等の補正を導入
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②週休２日の推進 ～国土交通省営繕工事における週休２日工事～
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②官庁営繕工事における週休２日施策パッケージ



②週休２日の推進 ～営繕工事における週休２日工事のモニタリング～
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令和４年度 週休２日モニタリング対象の営繕工事のアンケート結果を公表 (令和５年７月１３日）

・ １７２件の工事のうち、１６７件(９７．１%)が週休２日を達成。

・ 週休２日を達成した１６７件の工事種別のうち１１７件は改修等。

・ 週休２日が達成できなかった５件のうち、３件は４週７休を、１件は４週６休を達成。

・ ASPの活用等により担当監督員との連絡がスムーズに行えた。

･ 主任監督と円滑な協議が実施され、現場の施工方法を早期に決定できた。

･ 日々の業者間打合せで作業日数が確保出来るように努めた。

･ 建築、電気、機械の各分野間で相互を思いやり、担当分野の職責を全うできた。

･ 十分余裕のある工期設定だった。

･ 設計変更に伴う追加工事に対して、適正な工期設定だった。

･ 書類の簡素化が図られ事務作業が軽減できた。

･ ホームページに工事書類の記載例などがあり、書類作成がしやすかった。

･ 施設利用者側の理解と協力により、本来土日作業を要する作業を平日に行うこと

ができた。

週休２日の達成状況

週休２日を達成できた要因（具体例）



③令和５年度 官庁営繕事業における生産性向上技術の活用方針（１）

原則全ての営繕工事で遠隔臨場を本格活用
受発注者の作業効率化
契約の適正な履行としての施工履歴の管理の実施

現場 画像・音声配信 事務所等

CLOUD

③建設現場の遠隔臨場の本格活用②デジタル技術を活用した監督検査の試行
・建設現場の遠隔臨場（イメージ）●デジタル配筋検査（試行） ●デジタル圧接継手

外観検査（試行）

対象物を撮影
(撮影ガイド付き）

検査結果
(判定結果＋計測値)

対象物を撮影 検査結果
(判定結果＋計測値)

建設現場における監督職員の検査にデジタル技術を活用。
従来の目視による確認からタブレット等で撮影した画像判定の確認に代える。

令和５年度から試行を開始
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①BIM※1活用
●BIM活用に係るEIRを適用する設計業務、工事
令和５年度から、全ての新営設計業務及び新営工事において、EIR※2（発注者情報要件）を原則適用。

※2 Employer’s Information Requirements

※1  Building Information Modelling

●BIMデータを活用した積算業務（試行）
・令和５年度から、BIMデータの形状情報や属性情報等から取得した情報に、積算に必要となる条件やデータ等を追加して積算数量の算出を行う

「BIM連携積算」を試行。

・新営設計業務の発注段階にEIRを提示。
・延べ面積3,000㎡以上の新営設計業務には、EIRに

BIM活用を指定する項目（指定項目）を設定。
全ての新営設計業務には、EIRにBIM活用を推奨する項目（推奨項目）を設定。

・設計BIMデータ、設計BIMデータの説明資料を作成。

・新営工事の発注段階にEIRを提示。
・ EIRには、推奨項目を設定。
・工事契約後のBIM伝達会議において、

工事受注者に設計BIMデータについて
説明、活用する場合には貸与。

設計段階 施工段階



・入札説明書等に次の技術を例示。
プレキャスト化、プレハブ化、配管等のユニット化、自動化施工 （ICT

建築土工、床コンクリート直均し仕上げロボット、追従運搬ロボット、
自律運搬ロボット、溶接ロボット、ケーブル配線用延線ロープ敷設
ロボット、天井裏配線作業ロボット、装着型作業支援ロボット等）、
BIMの活用、小黒板情報を活用した工事写真アルバムの作成

・ICT建築土工を活用した施工を試行
※3 ICT土工の省力化施工技術を建築工事の根切り・土工事に活用するもの。

オープンカット法面整形(60゜3D) つぼ堀 床付け(3D：2D＋深さ)

・新営工事及び改修工事（総合評価落札方式技術提案評価型S 型による
もの）について、工事発注時に生産性向上技術を評価。

入口評価

出口評価

原則全ての営繕工事を対象に、
「デジタル工事写真の小黒板情報
電子化※4」を活用。

●生産性向上技術※5の活用を前提とした設計を試行
※5 指定する生産性向上技術について試行を実施。

●設計業務委託仕様書において、工事現場の生産性向上
に配慮する旨を明記

原則全ての営繕工事を対象に、発注者指定により
情報共有システムを活用。

・設計業務は、受注者から希望があった
場合、協議の上活用。

・設計業務、工事に係る打合せにおいて、
協議の上WEB会議の活用を検討。

発注者設計者

施工者監理者

CLOUD

⑤ICT建築土工※3の試行

⑥電子小黒板の本格活用

④情報共有システムの活用

⑦設計段階における取組

●総合評価落札方式における評価

⑧発注・完成時における生産性向上技術の導入促進

●請負工事成績評定における評価
・全ての営繕工事において、受注者が施工合理化技術に関する

技術提案を行い、履行による効果が確認された場合、請負工事
成績評定要領に基づき評価。

※4 工事写真撮影の際に配置する、撮影状況を
書いた黒板を電子化するもの。
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③令和５年度 官庁営繕事業における生産性向上技術の活用方針（２）



③【参考】 BIM活用に係るEIRを適用した設計業務、工事(1) ～概要～

○令和５年度から、全ての新営設計業務及び新営工事において、EIR※（発注者情報要件）を原則適用。
・延べ面積3,000㎡以上の新営設計業務には、BIM活用を指定する項目（指定項目）を設定。
全ての新営設計業務及び新営工事には、BIM活用を推奨する項目（推奨項目）を設定。

・BIM伝達会議において工事受注者に設計BIMデータについて説明、活用する場合には貸与。
○上記によりBIM活用を推進することで、設計業務及び工事の品質の確保及び事業の円滑化を図る。

設計BIMデータ

①新営工事の発注段階にEIRを提示。
②EIRには、推奨項目を設定。
③工事契約後のBIM伝達会議において、工事受注者へ
設計BIMデータについて説明。
発注者から工事受注者へ設計BIMデータを貸与。

①新営設計業務の発注段階にEIRを提示。
②延べ面積3,000㎡以上の新営設計業務には、EIRに
指定項目を設定。
全ての新営設計業務には、EIRに推奨項目を設定。

③ 設計BIMデータ、設計BIMデータの説明資料を作成。

仮設モデル 干渉チェック

設計段階 施工段階

※Employer’s Information Requirements
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BIM活用の項目
延べ面積
3,000㎡以上

延べ面積
3,000㎡未満

基本

設計

段階

建築物の外観及び内観（一部）の提示 ◎ ○

概算工事費の算出 ○ ○

設備計画の検討及び干渉チェック ○ ○

設計条件の適合確認 ○ ○

実施

設計

段階

実施設計図書（一般図等）の作成 ◎ ○

概算工事費の算出 ○ ○

実施設計図書（詳細図）の作成 ○ ○

◎：指定項目 ○：推奨項目

BIM活用の項目 規模によらず

施工計画、施工手順等の提示 ○

干渉チェック ○

○：推奨項目

※指定項目又は推奨項目以外についても、受注者におけるBIM活用が可能。

③ 【参考】 BIM活用に係るEIRを適用した設計業務、工事（２） ～EIRについて～

○EIRは、発注仕様書の一部として提示するBIM活用に関する要件。
BIM活用の項目及びその実施内容、成果品、設計BIMデータの貸与等の要件を示すもの。

BIM活用の項目及びその実施内容

○新営設計業務

○新営工事

成果品として提出するBIMデータ等

○新営設計業務
・指定項目として、実施設計図書（一般図等）の作成を
設定する場合

実施設計図書の作成に係るBIMデータ
実施設計図書の作成に係るBIMデータ説明資料※
※BIMデータのうち、２次元加筆の内容を示す資料

・推奨項目のみを設定する場合
成果品の提出は求めない

○新営工事
・推奨項目のみ設定する場合

成果品の提出は求めない

設計BIMデータの貸与等

・発注者は、工事受注者への貸与が可能である設計BIM
データがある場合には、BIM伝達会議を開催。同会議
において、設計意図伝達業務受注者から工事受注者へ
設計BIMデータ及びBIMデータ説明資料を用い説明する。

・工事受注者が設計BIMデータを活用する場合には、
発注者から工事受注者へ設計BIMデータを貸与する。 14



③生産性向上技術の活用等 ～「建築分野におけるBIMの標準フローとその活用方針に関するガイドライン(第２版)」
（令和４年３月 改訂） (1)～

15



④書類の簡素化 ～北陸地方整備局営繕部の工事関係図書等に関する効率化の取組～

１．工事関係書類の簡素化
○受発注者間にて、契約後、速やかに「工事書類一覧表【工事関係書類簡素化

協 議対応】」により、簡素化の実施項目や適用書類について協議し、作成する

工事関係書類を明確化する。
○発注者は、設計図書において提出が義務付けられていない書面の提出は求

めないものとする。

２．工事関係書類の取扱い
○受注者から提出された実施工程表、施工計画書、施工図等、工事写真、

その他これらに類する施工、試験等の報告及び記録に関する工事関係書類は、
監督職員が適切に整理、保管し、再提出は求めないものとする。

営繕工事における工事関係書類の簡素化の試行（H30.10.15）

北陸地方整備局営繕部及び金沢営繕事務所が行う営繕工事において、より一層の工事関係書類の簡素化により、受発注者

間相互の業務の効率化、工事目的物の品質向上を目指し、工事関係書類の徹底した簡素化を図る試行を実施

●新たに簡素化の対象とする書類

16

●営繕部のホームページで公表 ●作成する工事関係書類を明確化（一覧表）



⑤関係者間調整の円滑化

17



２．営繕工事における積算関係の取組

① 「営繕積算方式」及び活用マニュアル

② 公共建築工事積算基準について

③ 公共建築工事（復旧工事を含む）の円滑な施工確保
のための各種取組

18



①「営繕積算方式」及び活用マニュアルについて

営繕積算方式

公共建築工事積算基準とその運用にかかる各種取組をパッケージ化した積算手法
○共通仮設費の適切な積み上げ ○適切な工期設定

○積算条件の明示
○適切な数量算出

○工期連動型共通費積算方式

○最新単価の適用
○物価スライド

○市場単価補正方式
○見積活用方式
○地域外労働者の確保費用

の計上 等

・実勢価格や現場実態を的確に反映した予定価格の設定
・施工条件の変更や物価変動等への適切な対応

公共建築工事の
円滑な施工確保

「営繕積算方式」活用マニュアル

「適正な利潤の確保」のための「適正な
予定価格の設定」等、発注者責務の明確化

改正品確法（Ｈ２６．６）
●「営繕積算方式」を分かりやすく解説したマ

ニュアルを作成
●本マニュアルを活用する等により、

「営繕積算方式」を普及・促進し、発注関係
事務の適切かつ効率的な運用の推進を
図る

【営繕積算方式及び活用マニュアルの作成経緯】
○東日本大震災の被災地の建設業団体からの「被災地の公共建築工事の予定価格が実勢価格と乖離している」とのご意見に対し、国土交通省がそれ
以前から直轄工事で実施している取組や不調・不落対策の新たな取組にて対応可能との認識のもと、それら取組を「営繕積算方式」として関係者に開示。
○さらに、東日本大震災の被災地においては、本格化する公共建築工事を確実かつ円滑に実施する必要があり、第4回復興加速化会議（H26.9）において、
この課題に的確に対応するため、「営繕積算方式」を被災３県の地方公共団体へ普及させることが決定された。そのために、営繕積算方式を解説した
「営繕積算方式」活用マニュアル（被災３県版）を作成。
○その後、改正品確法により発注者責務が明確化され、発注関係事務の適切な運用を図るという観点から、全国の公共建築工事発注機関において活用
できるように「普及版」を作成。
○近年頻発する自然災害に伴う復旧工事を含め、公共建築工事の円滑かつ着実な実施が求められており、今回、有効と考えられる取組を盛り込み拡充。

19

円滑施工確保（不調・不落対策）



①「営繕積算方式」及び活用マニュアルについて ～目次～
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②公共建築工事積算基準について ～「公共建築工事積算基準」の体系～

【総括】
公共建築工事積算基準

（最終改定：平成28年12月20日）

【数量】
公共建築数量積算基準
（最終改定：令和5年3月29日）

公共建築設備数量積算基準
（最終改定：令和5年3月29日）

【単価】
公共建築工事

標準単価積算基準
（最終改定：令和5年3月29日）

【共通費】
公共建築工事

共通費積算基準
（最終改定：令和5年3月29日）

【書式】
公共建築工事内訳書標準書式

（建築工事編･設備工事編）
（最終改定：令和5年3月29日）

【書式】
公共建築工事見積標準書式
（建築工事編･設備工事編）

（最終改定：令和5年3月29日）

【国の統一基準】

【運用】
公共建築工事積算基準等資料

（最終改定：令和5年3月29日）

【国土交通省資料】

○ 官庁営繕事務の一層の合理化・効率化のため平成15年度より各省庁で統一化を図り、運用

http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html詳細は国交省ＨＰを参照

○ 統一基準で定められていない事項について別途資料等を整備し、運用

【資料】
営繕工事積算チェックマニュアル

（最終改定：令和5年3月29日）

21

基準類は、国の統一基準である「公共建築工事積算基準」と国土交通省作成資料から構成



直接工事費

共通仮設費

【積み上げ】又は
【〔直接工事費×共通仮設費率〕

＋〔積み上げ〕】

純工事費

現場管理費

工事原価

一般管理費等

工事価格

消費税等相当額

共通費

②公共建築工事積算基準について ～公共建築工事の工事費の構成～

工事費

【工事原価×一般管理費等率※３】
(付加利益含む) 

【数量×単価】
（下請経費含む※１）

【材料価格】
【複合単価】
【市場単価】
【見積単価】

※「公共建築工事積算基準」より

【積み上げ】又は
【〔純工事費×現場管理費率※２〕＋〔積み上げ〕】

※１ 下請業者が負担すべき法定福利費相当額含む
※２ 元請業者が負担すべき現場従業員等の法定福利費相当額含む
※３ 元請業者が負担すべき本支店従業員の法定福利費相当額含む

【参考】公共建築工事の構成割合

直接工事費（80%）

現場
管理費
（7%）

一般
管理費

等
（10%）

その他（下請経費※及び小器材損耗費等）

共通
仮設費
（3%）

積み上げは含まない。（含む場合は5％）

22

※3,000㎡ﾓﾃﾞﾙにおける構成割合

※公共建築工事は、下請経費が直接工事費に含まれる。（土木工事の場合は現場管理費）



②公共建築工事積算基準について ～単価及び価格の算定～
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②公共建築工事積算基準について ～共通費の算定～

※「公共建築工事共通費積算基準」及び「公共建築工事積算基準等資料」より

構成 基準の取扱い 共通費の算定

共
通
費

共通仮設費

積み上げにより算定するか、過去の実績等に基づく直
接工事費に対する比率（以下「共通仮設費率」という。）に
より算定する。

なお、共通仮設費率に含まれない内容については、必
要に応じ別途積み上げにより算定して加算する。

共通仮設費率
計算式

工期に連動した共通仮
設費率により算定し、率
に含まれない内容は別
途積み上げ加算

現場管理費

積み上げにより算定するか、過去の実績等に基づく純
工事費に対する比率（以下「現場管理費率」という。）によ
り算定する。

なお、現場管理費率に含まれない特記事項については、
別途積み上げにより算定して加算する。

現場管理費率
計算式

工期に連動した現場管
理費率により算定し、率
に含まれない特記事項
は別途積み上げ加算

一般管理費等
工事原価に対する比率により算定する。

なお、契約保証費については、必要に応じて別途加算
する。

一般管理費等率
計算式

一般管理費等率により
算定し、必要に応じて契
約保証費を別途加算

24



③公共建築工事（復旧工事を含む）の円滑な施工確保のための各種取組（１）

○ 実勢価格や現場実態を的確に反映した適正な予定価格の設定

（１） 実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定

① 入札日直近の最新単価を採用（予定価格が事前公表であっても、直近の予定価格に基づき修正公告等）

② 工事内容や施工条件に応じた適正な単価を設定するため、市場単価を補正する「市場単価補正方式」の採用

③ 工事量が少量、僅少等の場合の単価補正等

④ 材料価格・ 複合単価・ 市場単価について、専門工事業者・ メーカー等から見積りの提出を求め、単価設定で考慮

⑤ 見積単価は、過去の工事実績に加え、変動する経済環境や価格動向等を総合的に考慮して適正に設定

⑥ 実勢価格の把握が困難な場合には、入札参加者から見積りを収集して予定価格に反映する「見積活用方式」の採用

⑦ 復旧工事の特徴と留意すべき事項、主な対応策

（２） 現場実態を反映した共通費（共通仮設費、現場管理費）の算定及び条件明示

① 揚重機、仮設用借地等に要する費用について、現場の実情に応じて算定し、共通仮設費に積み上げ（設計変更も可能）

② 共通仮設費の積み上げ項目等について、施工条件明示、公開数量書への明記に係る取組

③ 遠隔地から労働者を確保するための費用（旅費や宿泊費）を設計変更し、共通費に積み上げ

④ 小規模長期工事における共通仮設費・現場管理費の加算

（３） 現場実態を考慮した適切な工期の設定

① 工事内容、施工条件等を踏まえた適切な工期設定及び柔軟な工期延長の対応の徹底

② 工期延長にともない増加する共通費（共通仮設費、現場管理費）について、「工期連動型共通費積算方式」で増額変更

③ 工事の一時中止に伴う増加費用の積算

25



③公共建築工事（復旧工事を含む）の円滑な施工確保のための各種取組（２）

○ 施工条件の変更や物価変動等に対する適切な契約変更

（４） 施工条件の変更に伴う適切な設計変更

（５） 物価変動等に伴うスライド条項の適切な運用

○ 適切な数量の算出

（６） 設計図書に基づく数量の適切な算出

➢ 予定価格算出の前提となっている数量の適切な算出、施工条件等が施工実態と乖離している場合は適宜見直し

（７） 営繕工事における「入札時積算数量書活用方式」の実施

○ 新たな政策課題への対応

（８）熱中症対策に係る費用の計上

（９）営繕工事における週休２日促進工事（積算関係）
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（１）実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定
工事量が少量、僅少等の
場合の単価補正等[１]

作業作業

作業

作業

・騒音や振動の発生する作業の時間制限
・執務環境保持のための作業場所の制限

準備 片付け

・分割作業により準備・片付け等の時間が増加し、作業効率がさらに低下

準備 片付け準備 片付け

執務並行
改修工事

少量施工
執務並行
改修工事

新営工事

準備 片付け

標準的な単価

単価割増

さらに
単価割増B 少量施工の場合

の単価

執務並行改修工事の場合
の単価に割増補正を行う。

（建築内装改修工事の場合）

※「営繕工事における適切な施工条件の明示及び積算について（R1.10.25国営積第4号）」より

A 執務並行改修※1の場合、複合単価及び市場単価の割増補正を行う。
B 建築内装改修工事で施工数量が少量（概ね１００㎡以下）の場合、Aの単価にさらに割増補正を行う。
C 施工数量が僅少（概ね１０㎡以下）の場合、現場で実際に必要な労務費・ 材料費等を計上。

※１ 建物内に執務者がいる状態で行う改修工事

・ ・ ・ 作業効率の
低下

A執務並行改修工事
の場合の単価

標準的な単価に割増
補正を行う。

準備僅少施工
執務並行
改修工事

準備 作業 片付け 片付け
僅少施工の場合C

労務費１人工相当分と
必要となる材料費等を

加え一式で計上

待機 待機

・工事量は１日の作業量に満たないが、実状として作業員を１日配置
する必要がある。資材等も最低ロット分は必要。

実状に応じて
算定
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見積単価の適切な設定見積依頼時の提示資料

○ 現場の実状に応じた適切な見積書の収集
条件等を提示し、現場実態に合った見積書を収集

（１）実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定

④ 見積書表紙（必要に応じて）

⑤ 参考数量

■特殊な工法の採用
特殊な工法などを図面特記をする場合、応札者が見
積りできない事や、見積りできても極端に高い（安い）
価格となり、不調・不落の要因になることも考えられ
るため、特殊な工法等の採用については慎重に検討
を行う必要がある。

28

～専門工事業者・ﾒｰｶｰ等
からの見積り収集・単価設定～

① 見積依頼書
物件に関する情報について取りまとめた書類
代表的な記載項目

1.工事概要に係る項目 2.建物概要に係る項目
3.提出に係る項目 4.与条件に係る項目 5.その他
の項目

② 見積条件書
見積範囲に含める事項及び含めない事項を明
確にした書類

依頼者が作成し、工事範囲に含める事項及び含め
ない事項を明確にし、依頼者の意図する見積対象
範囲、施工条件等を作成者へ正確に伝える。

③ 設計図書
見積りに必要な図面等

・ 市中における取引価格を把握した上で、適切に設定
・ 製造業者又は専門工事業者から見積書を収集し、製造業者等に対するヒア

リング等により実勢価格帯を把握し、見積書の価格を適切に補正し、設定。

ヒアリング等による見積書の確認（例）

【見積書の条件の確認※】 ※発注者側が提示した条件との適合確認等

・ 見積書の内容が、見積書の提出依頼の際に提示した仕様書や図面、数量、見積条件書等
に基づき、過不足のないものとなっているか確認。

・ 見積書の材料費と労務費のそれぞれの内容が、施工実態を踏まえた過不足のないものと
なっているか確認。

・ 類似品目の複合単価や、刊行物、カタログ等掲載の類似品目の単価等と比較して確認。
・ 過去の工事で個別に設定した類似品目の見積単価等と比較して確認（価格変動の動向や

施工条件の違いに留意）。

【見積書の価格の比較・確認】

見積書
の価格

類似品目の
複合単価等

過去の工事にお
ける類似品目の

見積単価等
比較・確認 比較・確認

見積単価の設定

・実勢価格帯の把握

・見積書の価格の補正

28

現場実態が反映された
直接工事費



（１）実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定 ～見積活用方式～
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【ケース１】 【ケース２】 【ケース３】

【積算】 ◆ 揚重 1.00
◆ 交通誘導 1.00

【積算】 ◆ 揚重 1.33倍
◆ 交通誘導 1.54倍

【積算】 ◆ 揚重 1.45倍
◆ 交通誘導 1.00倍

共通仮設費の比較（対比）

【現場条件】
標準的な工期、敷地に余裕有り、
前面道路は交通量少ない

【揚重、交通誘導の共通仮設】
ホイールクレーン1台、6ヶ月設置
交通誘導警備員1名、13ケ月配置

【現場条件】
厳しい工期、敷地に余裕有り、
前面道路は交通量多い

【揚重、交通誘導の共通仮設】
ホイールクレーン2台、4ヶ月設置
交通誘導警備員2名、10ヶ月配置

【現場条件】
標準的な工期、敷地が狭い
前面道路は交通量少ない

【揚重、交通誘導の共通仮設】
タワークレーン1台、6ヶ月設置
ホイールクレーン1台、2ヶ月設置
交通誘導警備員1名、13ヶ月配置

○現場の実状に応じた共通仮設費の算定 （共通仮設積み上げ費用のイメージ）

（２）現場実態を反映した共通費の算定及び条件明示① 共通費の積み上げイメージ

○ 建物規模（延床面積）は同じであっても、建物形状、敷地形状や工期等が違うと、必要となる揚重機や
交通誘導警備員数は異なるため、適切な条件明示及び個別計上が重要。
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※設計図書への施工条件明示のイメージ

《現場説明書》

《設計図面》

・交通誘導
警備員

30人/日

・交通誘導
警備員

30人/日

・交通誘導
警備員

30人/日

・交通誘導
警備員

30人/日

施工手順
手順1.・・・・
手順2.・・・・
手順3.・・・・

現場説明書

改修 例

設計図面
○○○○改修工事

○○整備局営繕部

配置図

建物

道路

凡例

仮囲い

工事用ゲート

例

【例】 仮囲い、工事用出入口、交通誘導警備員に関する施工条件明示

例

参考【改修（例）】 改修工事の工程（作業範囲及び手順）等に関する施工条件明示

作業範囲毎に区分した工事内訳書の作成

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位

計

1.建物　1)庁舎　　内装改修　　作業範囲Ｄ 改修

壁
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ

張り(GB-R)

厚12.5
不燃鋼製下地

突付け
90 ㎡

天井

せっこうﾎﾞｰﾄﾞ

張り(GB-R)

厚12.5

不燃

突付け
60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

無 地 厚さ2.5

一般床

熱溶接工法
60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ幅木 高さ60 35 ｍ

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位

計

1.建物　1)庁舎　　内装改修　　作業範囲Ｃ 改修

天井
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ

張り(GB-R)

厚12.5
不燃

突付け
40 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ幅木 高さ60 20 ｍ

壁

せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5

不燃鋼製下地
突付け

60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

無 地 厚さ2.5

一般床
熱溶接工法

40 ㎡

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位

計

1.建物　1)庁舎　　内装改修　　作業範囲Ｂ 改修

壁

せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5

不燃鋼製下地
突付け

90 ㎡

天井
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ

張り(GB-R)

厚12.5
不燃

突付け
60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

無 地 厚さ2.5

一般床
熱溶接工法

60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ幅木 高さ60 35 ｍ

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位

計

天井

せっこうﾎﾞｰﾄﾞ

張り(GB-R)

厚12.5

不燃

突付け
40 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ幅木 高さ60 20 ｍ

壁
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ

張り(GB-R)

厚12.5
不燃鋼製下地

突付け
60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

無 地 厚さ2.5

一般床

熱溶接工法
40 ㎡

1.建物　1)庁舎　　内装改修　　作業範囲Ａ 改修

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位 単価 金額 備考

○○○ ○○○

○○○ ○○○

○○○ ○○○

○○○ ○○○

計

○○○

無 地 厚さ2.5
一般床
熱溶接工法

高さ60

厚12.5
不燃鋼製下地
突付け

厚12.5
不燃
突付け

㎡

ｍ

㎡

㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

ﾋﾞﾆﾙ幅木

200

110

300

200

壁
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

天井
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

1.建物　1)庁舎　内装改修　改修

直　接　工　事　費　中科目別内訳

科目名称 中科目名称 数量 単位 金額 備考

内装改修 作業範囲Ｄ 改修 1 式 ○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｄ 撤去 1 式 ○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｂ 改修 1 式 ○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｂ 撤去 1 式 ○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｃ 改修 1 式 ○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｃ 撤去 1 式 ○○○,○○○

式 ○○,○○○

直接仮設 作業範囲Ｃ 1 式 ○○○,○○○

直接仮設 作業範囲Ｂ 1 式 ○○,○○○

直接仮設 作業範囲Ｄ 1

計 ○,○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ａ 改修 1 式 ○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ａ 撤去 1 式 ○○,○○○

計 ○,○○○,○○○

庁舎

直接仮設 作業範囲Ａ 1 式 ○○○,○○○

直　接　工　事　費　中科目別内訳

科目名称 中科目名称 数量 単位 金額 備考

○,○○○,○○○

○,○○○,○○○

○,○○○,○○○

○,○○○,○○○

○,○○○,○○○

式

式

式

内装改修

内装改修

計

撤去

改修

1

1

1

庁舎

直接仮設

計

○ 共通仮設費積み上げ項目である仮囲い、交通誘導警備員等を施工条件として明示
○ 工程に影響を及ぼす施工区分・手順を施工条件として明示→工事費内訳書の作成に反映

設計変更
も可能に

作業手順等の明示により、数量が複数工区等に分割さ
れることから、小規模、僅少数量が多くなる

改修

共通仮設費（積上分）　細目別内訳

名称 摘　要 数量 単位 単価 金額 備考

別紙 00-001

ｍ

交通誘導警備員 30 人

揚重機械器具 1 式

工事用ｹﾞｰﾄ 2

共通仮設費
(率算定分)

※共通仮設費率により算定 1 式

小計

共通仮設費
(積上げ分)

ヶ所

小計

計

※積上げにより算定

仮囲い 万能鋼板　H=2.0m 243

（２）現場実態を反映した共通費の算定及び条件明示②

現場実態を踏まえて、標準的な配置計画では、
施工が困難と考えられる場合は、揚重機の能
力や設置期間等について施工条件明示を検討
し、発注者の考え方を明示する

施工条件明示、数量書への明記
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発注者は、「適切な工期」を設定するために、以下の事項に取り組む。

なお、工事費が工期に連動することに留意する。

②工期設定のための留意事項

自然的要因（多雪、寒冷、多雨、強風など）、
社会的要因（労働事情、建設資材の調達事
情、交通事情など）、休日等による不稼働日
を踏まえる。
特定の施工条件は設計図書に明示する。
設備の最終調整や各検査などを考慮する。
過去の実績等を参考にしつつ、実情に応じ
た工期を設定する。

（３）現場実態を考慮した適切な工期の設定①

①工期確保の方策 ③工期の変更

当初発注時には予期で
きない施工条件や環境
などに変化が起きた場
合は、契約書に則り、
設計変更等を適切に実
施し、その結果必要と
なる場合には工期の変
更を行う。

発注者の責務

発注者は、当該工事の規模、難易度や地域の実情等を踏まえた

適切な工期を設定するよう努めるものとする。
「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」参照

○ 適切な工期設定に関する配慮事項（公共建築工事における工期設定の基本的考え方※）
※ 中央官庁及び都道府県政令市の営繕担当課長で構成される会議で取りまとめ

事業全体の工程が的
確に進捗するよう、調
整等に要する期間を十
分想定した上で、適切
に事業の企画を行う。
工事実施に複数年を
要するものについては、
債務負担行為の積極
的な活用等の措置を
講ずる。
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共通仮設費

現場管理費

現場管理費 一般管理費等

受注者の責によらない
工期延長

標準的な工事 直接工事費

共通仮設費 一般管理費等

【工期（Ｔ）】

【工期（Ｔ+ t1）】

直接工事費

共通費 工期に連動して増額

○ 工期延長に対応した共通費（共通仮設費、現場管理費）の算定

「工期連動型共通費積算方式」

工期の延長分(t１)に応じて増額（契約変更） 工期の延長分(t１)に応じて増額（契約変更）

※「公共建築工事共通費積算基準」より

契約変更が必要

（３）現場実態を考慮した適切な工期の設定②

対象外：昇降機設備工事

【工期の影響を受ける主な項目（共通仮設費）】
○ 仮設建物費 （監理事務所、現場事務所等） ・・・ 仮設建物の設置期間の長短により費用が変動
○ 動力用水光熱費 （工事用電気、水道料金） ・・・ 動力用水光熱使用期間の長短により費用が変動 等

【工期の影響を受ける主な項目（現場管理費）】
○ 従業員給料手当 （現場従業員等の給与） ・・・ 現場従業員等の現場従事期間の長短により費用が変動
○ 法定福利費 （現場従業員等に関する法定福利費事業主負担額） ・・・ 現場従業員等の現場従事期間の長短により費用が変動 等
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（４）施工条件の変更に伴う適切な設計変更

○「営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン」(案)の適切な運用

基本理念の追加（将来にわたる公共工事の品質確保とその中長期的な担い手確保等）を

実現するために、発注者の責務が明確化されたことを受け、業界団体等との意見交換を

行い、26年版ガイドラインに必要な見直しを施し、平成２７年５月『営繕工事請負

契約における設計変更ガイドライン（案）』を改定した。

◇主な改定点 ・指定・任意仮設等の考え方を解りやすく表現

・Q＆A は、ガイドライン本体から切り離し更なる充実を図り、

地方公共団体等に対して周知

国土交通省は、営繕工事の発注において公共工事の品質確保に関する基本理念に則り、

関係機関等との協議を整え、適切な工期で円滑かつ効率的な事業執行に資するよう、平成
２６年３月『営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）

(以下、「26年版ガイドライン」)』を策定した。

平成２６年の品確法の改正

◇構 成・「設計変更ガイドライン」＋「工事一時中止ガイドライン」

◇内 容・設計変更及び発注者の事由に基づく工事一時中止における留意事項等

◇目 的・発注者と受注者双方の責任の明確化、透明性の向上、円滑な事業実施

・発注者と受注者双方が工事の施工に際しての共通認識の形成
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※ 「営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）」（平成27年5月 （令和2年6月一部改訂））より



（４）営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン(案)①
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目 次
Ⅰ．本ガイドラインの位置づけ

Ⅱ．設計変更ガイドライン
１．設計変更ガイドライン策定の背景
２．用語の定義
３．設計変更に関する留意事項
４．設計変更が不可能なケース
５．設計変更が可能なケース
６．設計変更手続きフロー
７．関連事項

Ⅲ．工事一時中止ガイドライン
１．工事一時中止ガイドラインの運用
２．工事の一時中止に係る基本フロー
３．発注者の中止指示義務
４．工事の中止〔契約書の規定〕
５．工事を中止すべき場合
６．中止の指示・通知
７．基本計画書の作成
８．請負代金額又は工期の変更、増加金額の負担
９．増加費用の考え方
10．増加費用の内訳書及び事務処理上の扱い

Ⅳ．参考資料

国土交通省HP      
https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk4_000041.html
上記URLから、ダウンロードできます。
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（４）営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン(案)④

４．設計変更が不可能なケース

◆下記の場合においては、原則として設計変更には該当しない。
（ただし、契約書第２７条（臨機の措置）による対応の場合はこの限りではない）

設計図書に定めのない事項において、発注者と「協議」を行わない又は発注者

からの「指示」等の通知がない状況で、受注者が独自に判断して施工を実施し

た場合。

契約書第１８条～２５条、公共建築工事標準仕様書1.1.8～1.1.10に定められ

ている所定の手続きを経ていない場合。

公共建築工事標準仕様書の各章に規定されている監督職員の承諾、指示、

協議等（書面によることを原則とする）を踏まえないで施工を実施した場合。
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（４）営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン(案)⑤

５．設計変更が可能なケース

◆工事請負契約書第１８条（条件変更等）に該当

受注者は、以下の事実を発見したときは、監督職員に通知し、その確認を
請求しなければならない。

設計図書に誤謬又は脱漏がある場合（第１８条第１項第２号）

設計図書の表示が明確でない場合（第１８条第１項第３号）

設計図書に示された自然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致
しない場合（第１８条第１項第４号）

設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別
な状態が生じた場合（第１８条第１項第５号）

例） 工事施工上必要な材料名について、図面ごとに一致しない場合
建築、電気設備及び機械設備の各分野の設計内容が互いに整合していない場合

例） 図面の記載内容が読み取れない場合

例） 設計図書に明示された想定支持地盤と実際の工事現場が大きく異なる事実が判明した場合
施工中に設計図書に示されていない石綿含有建材を発見し、調査および撤去が必要となった場合
設計図書に明示された配管・配線等と実際の工事現場における配管・配線等が大きく異なる事実が
判明した場合

例） 施工中に地中障害物を発見し、撤去が必要となった場合
施工中に埋蔵文化財を発見し、調査が必要となった場合
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（４）営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン(案)⑥

５．設計変更が可能なケース

◆工事請負契約書第１９条（設計図書の変更）に該当

発注者が必要があると認め、設計図書を変更しようとする場合

（補足） 発注者は予定している追加工事がある場合には、その内容を予め設計図書で示すのが望まし
い。

◆工事請負契約書第２０条（工事の中止）に該当

受注者の責めに帰すことができない自然的又は人為的事象により、受注者が
工事を施工出来ないと認められる場合は、発注者は工事の全部又は一部の
施工を一時中止させなければならない。またその場合必要があると認められる
ときは、工期を延長し、受注者が一時中止に伴う増加費用を必要としたときは
その費用を負担しなければならない。

※ 詳細については「工事一時中止ガイドライン」を参照。
なお、第２０条にかかわらず、受注者は第２２条（受注者の請求による工期の延長）にもとづく
工期の延長変更を請求することができる。また、天災等の不可抗力により、引渡前に工事目
的物や仮設物その他に損害が生じたときの手続は、第３０条（不可抗力による損害）その他も
参照する。



３．その他

①官庁営繕部発注情報メール配信サービス

②公共建築相談窓口
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①官庁営繕部発注情報メール配信サービス
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相談窓口について

相談者等

○主な相談内容

・企画立案

・事業実施（設計、積算、入札手続き、工事監理）

・保全

・官庁営繕に関する技術基準の運用 等

○情報提供可能な直轄営繕工事の取組

・適正な予定価格の設定方法

・適切な工期設定の考え方

・適切な設計変更

・施工時期の平準化 等

相談内容等

相談者別内訳
（令和4年4月～令和5年3月）

※民間等･･･民間発注者、設計事務所、建設業者等

○国土交通省では、公共建築に関する技術的な相談を広く受け付けるための窓口を開設

②公共建築相談窓口

○令和４年度（令和４年４月～令和５年３月）は、
延べ ２，１０４件の相談を受付

（大臣官房官庁営繕部、各地方整備局営繕部、各営繕事務所
等）

◇北陸地方整備局
営繕部計画課 （新潟県、富山県、石川県）

TEL：025-280-8880 FAX：025-370-6504 メール：pb-soudan2011@hrr.mlit.go.jp
金沢営繕事務所 （石川県、富山県）

TEL：076-263-4585 FAX：076-231-6369
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